
雇用施策との連携による重度障害者等就労支援特別事業（地域生活支援促進事業）

※１ ①文書の作成・朗読、機器の操作・入力等の職場介助や②通勤支援(３ヶ月まで)に加えて、③これら
①②の助成金の対象外である喀痰吸引や姿勢の調整等の職場等における支援、４ヶ月目以降の通勤支援に
ついて、雇用施策と福祉施策を組み合わせて一体的に支援。

※２ 自営業者等（Ａの対象者及び国家公務員等の公務部門で雇用等される者その他これに準ずる者以外の者）で
あって、当該自営等に従事することにより所得の向上が見込まれると市町村等が認めたものに対して、③通勤や職場等
における支援について、地域生活支援促進事業により支援。
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①：重度訪問介護サービス利用者等職場介助助成金（障害者雇用納付金制度に基づく助成金）、②：重度訪問介護サービス利用者等通勤援助助成金（障害者雇用納付金制度に基づく助成金）
③：雇用施策との連携による重度障害者等就労支援特別事業（地域生活支援促進事業）

１  事業の目的

令和７年度当初予算額 7.7億円（7.7億円）※（）内は前年度当初予算額

重度障害者等の通勤や職場等における支援について、企業が障害者雇用納付金制度に基づく助成金を活用しても支援が充分ではない場合や、重度障害者等が自営業
者として働く場合等で、自治体が必要と認めた場合に支援を行う。 また、事業実施市町村において、JEED（独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構）との連
絡・調整や企業向けの説明会、重度障害者等に対するHPやリーフレット等を活用した周知・広報等に新たに取り組み、さらなる利用人数の増加を図る。【拡充】
これらを通じて、これから新たに就労を希望する方を含めて、重度障害者等に対する職場や通勤等における支援の推進を強化する。
※ 支援対象となる重度障害者等は、重度訪問介護、同行援護又は行動援護のサービスを利用している者。
※ 自治体が必要性を判断するに当たっては、障害者本人の状況や事業主の企業規模等を勘案する。

３  スキーム

4  実施主体等

◆ 実施主体：市区町村

重度障害者等に対する就労支援として、雇用施策と福祉施策が連携し、職場等における介助や通勤の支援を実施する。

２  事業の概要

連絡
・調整

説明会

周知・広
報・手続
き支援

◆ 補 助 率 ：国１／２、都道府県１／４、市区町村１／４

拡充



事業内容

通勤中の介助

（４か月目以降※）

職場等における支援

（食事・排泄の介助、姿勢の調整、喀痰吸引等）（市区町村）
地域生活支援
促進事業に
よる支援

※自営・請負等の方は、JEED助成金の対象外であるため、通勤中の介助、職場等における支援及び業務に関連する介助の

支援を特別事業により受けられます。

業務に関連する介助

（機器の操作・入力、文書の作成・朗読等）（ＪＥＥＤ）
助成金に
よる支援

通勤中の介助

（３か月目まで）

対象者 ①重度訪問介護、同行援護、行動援護の利用者

②民間企業で雇用されている者 又は 自営等で働く者

以下の①、②の要件を満たす者

・ 地域生活支援促進事業を利用する雇用障害者のために職場介助者・通勤援助者を委嘱（重度訪問介護等事業
者に委嘱した場合に限る。）した企業に対し、（独）高齢･障害･求職者雇用支援機構において、その費用の
一部を助成（雇用施策：障害者雇用納付金制度に基づく助成金）

・ 自営等や企業で働く重度障害者等に対して、市町村から重度訪問介護等事業者を通じ、通勤や職場等における
支援を実施（福祉施策：地域生活支援促進事業）

※企業に雇用される事業利用者で、事業主
がJEEDの助成金を利用する場合

令和２年10月から、通勤や職場等における支援に取り組む意欲的な企業や自治体を支援するため、雇用施策と

福祉施策が連携し、重度障害者等に対する通勤や職場等における支援を実施

重度障害者等に対する通勤や職場等における支援について

雇
用
施
策

福
祉
施
策



重度障害者等に対する通勤や職場等における支援（実績）

③ 雇用施策との連携による重度障害者等就労支援特別事業（地域生活支援促進事業）

実施自治体 ６１自治体、利用者数 ２２６人（雇用１１４人、自営等１１２人）

雇
用
施
策

福
祉
施
策

① 重度訪問介護サービス利用者等職場介助助成金

（障害者雇用納付金制度に基づく助成金）

支援計画書確認 ３０自治体、８５件（支援計画書確認件数）

（令和６年７月31日時点）

② 重度訪問介護サービス利用者等通勤援助助成金

（障害者雇用納付金制度に基づく助成金）

支援計画書確認 ９自治体、３１件（支援計画書確認件数）

（令和６年７月31日時点）

※１ 令和2年10月1日より事業実施 ※２ 令和６年７月31日時点 ※ 支援実施年度に対応した実績
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雇用施策との連携による重度障害者等就労支援特別事業内示自治体（令和６年度）

都道府県 自治体数 市区町村名 都道府県 自治体数 市区町村名

北海道 ３ 札幌市 函館市 北見市 滋賀県 ３ 草津市 野洲市 彦根市

青森県 ０ ー 京都府 ４ 京都市 亀岡市 長岡京市 南丹市

岩手県 ０ ー 大阪府 １２
大阪市 堺市 豊中市 吹田市 箕面市 高槻市 枚方市
東大阪市 泉大津市 池田市 和泉市 富田林市

宮城県 １ 仙台市 兵庫県 ６ 神戸市 姫路市 伊丹市 加古川市 淡路市 播磨町

秋田県 ０ ー 奈良県 １ 奈良市

山形県 ３ 鶴岡市 長井市 西川町 和歌山県 １ 和歌山市

福島県 １ 郡山市 鳥取県 １ 境港市

茨城県 ２ つくば市 水戸市 島根県 １ 松江市

栃木県 １ 宇都宮市 岡山県 ２ 岡山市 備前市

群馬県 ０ ー 広島県 １ 広島市

埼玉県 ３ さいたま市 桶川市 鶴ヶ島市 山口県 ２ 下関市 宇部市

千葉県 ４ 千葉市 船橋市 浦安市 佐倉市 徳島県 １ 徳島市

東京都 １７
港区 文京区 台東区 墨田区 江東区 品川区
目黒区 世田谷区 中野区 杉並区 北区 練馬区
足立区 葛飾区 江戸川区 国分寺市 稲城市

香川県 ３ 観音寺市 坂出市 三木町

神奈川県 ３ 横浜市 川崎市 藤沢市 愛媛県 ０ ー

新潟県 １ 新潟市 高知県 １ 高知市

富山県 ０ ー 福岡県 ４ 北九州市 福岡市 筑前町 岡垣町

石川県 ０ ー 佐賀県 ０ ー

福井県 １ 鯖江市 長崎県 ０ ー

山梨県 ０ ー 熊本県 １ 熊本市

長野県 ２ 長野市 上田市 大分県 ３ 大分市 別府市 由布市

岐阜県 ４ 岐阜市 高山市 岐南市 大垣市 宮崎県 １ 宮崎市

静岡県 ３ 静岡市 浜松市 伊豆市 鹿児島県 ０ ー

愛知県 ３ 名古屋市 安城市 小牧市 沖縄県 １ 南風原町

三重県 １ 四日市市 合計 １０２ 実施要綱作成済：89自治体 実施準備中：13自治体

【凡例】太字：実施要綱作成済 細字：要綱等整備中 赤字：指定都市・東京23区 青字：中核市 (令和6年７月31日時点)



雇用施策との連携による重度障害者等就労支援特別事業実施状況（令和６年７月３１日）

都道府県 市区町村名 実施人数
就業形態 支援内容

雇用 自営等 重度訪問介護 同行援護 行動援護

１
北海道

札幌市 23 11 12 16 7 0

２ 函館市 0 0 0 0 0 0

３ 北見市 2 0 2 0 2 0

４ 宮城県 仙台市 1 1 0 0 1 0

５
山形県

鶴岡市 0 0 0 0 0 0

６ 長井市 1 1 0 1 0 0

７ 西川町 1 1 0 0 1 0

８ 福島県 郡山市 0 0 0 0 0 0

９
茨城県

水戸市 2 1 1 2 0 0

１０ つくば市 2 1 1 2 0 0

１１ 栃木県 宇都宮市 10 0 10 2 8 0

１２
埼玉県

さいたま市 9 8 1 9 0 0

１３ 桶川市 0 0 0 0 0 0

１４ 鶴ヶ島市 0 0 0 0 0 0

１５

千葉県

千葉市 2 2 0 2 0 0

１６ 船橋市 1 1 0 1 0 0

１７ 浦安市 1 1 0 1 0 0

１８ 佐倉市 0 0 0 0 0 0

１９

東京都

港区 0 0 0 0 0 0

２０ 文京区 3 0 3 0 3 0

２１ 台東区 0 0 0 0 0 0

２２ 墨田区 0 0 0 0 0 0

２３ 江東区 2 0 2 1 1 0

２４ 品川区 0 0 0 0 0 0

２５ 目黒区 1 1 0 0 1 0

２６ 世田谷区 5 4 1 3 2 0

２７ 中野区 1 1 0 1 0 0

２８ 杉並区 7 4 3 2 5 0

２９ 北区 3 0 3 1 2 0

３０ 練馬区 0 0 0 0 0 0

３１ 足立区 2 0 2 0 2 0

３２ 葛飾区 1 0 1 0 1 0



雇用施策との連携による重度障害者等就労支援特別事業実施状況（令和６年７月３１日）

都道府県 市区町村名 実施人数
就業形態 支援内容

雇用 自営等 重度訪問介護 同行援護 行動援護

３３
東京都

江戸川区 4 2 2 3 1 0

３４ 国分寺市 0 0 0 0 0 0

３５ 稲城市 0 0 0 0 0 0

３６
神奈川県

横浜市 1 1 0 1 0 0

３７ 川崎市 3 1 2 1 2 0

３８ 藤沢市 0 0 0 0 0 0

３９ 新潟県 新潟市 1 0 1 1 0 0

４０ 福井県 鯖江市 1 1 0 1 0 0

４１
長野県

長野市 0 0 0 0 0 0

４２ 上田市 1 0 1 1 0 0

４３

岐阜県

岐阜市 3 0 3 3 0 0

４４ 岐南市 0 0 0 0 0 0

４５ 大垣市 0 0 0 0 0 0

４６ 高山市 1 0 1 0 1 0

４７
静岡県

静岡市 2 0 2 1 1 0

４８ 浜松市 0 0 0 0 0 0

４９ 伊豆市 1 1 0 1 0 0

５０
愛知県

名古屋市 3 0 3 1 2 0

５１ 安城市 1 0 1 1 0 0

５２ 小牧市 0 0 0 0 0 0

５３ 三重県 四日市市 2 2 0 2 0 0

５４
滋賀県

草津市 1 1 0 1 0 0

５５ 野洲市 0 0 0 0 0 0

５６ 彦根市 1 1 0 1 0 0

５７

京都府

京都市 19 11 8 11 8 0

５８ 亀岡市 0 0 0 0 0 0

５９ 長岡京市 2 0 2 0 2 0

６０ 南丹市 0 0 0 0 0 0

６１

大阪府

大阪市 45 31 14 36 9 0

６２ 堺市 4 1 3 0 4 0

６３ 豊中市 2 0 2 1 1 0

６４ 吹田市 0 0 0 0 0 0



雇用施策との連携による重度障害者等就労支援特別事業実施状況（令和６年７月３１日）

都道府県 市区町村名 実施人数
就業形態 支援内容

雇用 自営等 重度訪問介護 同行援護 行動援護

６５

大阪府

高槻市 0 0 0 0 0 0

６６ 枚方市 1 0 1 1 0 0

６７ 東大阪市 1 0 1 0 1 0

６８ 泉大津市 3 2 1 3 0 0

６９ 和泉市 0 0 0 0 0 0

７０ 箕面市 1 1 0 1 0 0

７１ 富田林市 0 0 0 0 0 0

７２ 池田市 0 0 0 0 0 0

７３

兵庫県

神戸市 13 4 9 3 10 0

７４ 姫路市 1 1 0 1 0 0

７５ 伊丹市 1 0 1 1 0 0

７６ 加古川市 2 1 1 2 0 0

７７ 淡路市 0 0 0 0 0 0

７８ 播磨町 0 0 0 0 0 0

７９ 奈良県 奈良市 0 0 0 0 0 0

８０ 和歌山県 和歌山市 0 0 0 0 0 0

８１ 鳥取県 境港市 1 1 0 1 0 0

８２ 島根県 松江市 2 1 1 2 0 0

８３
岡山県

岡山市 0 0 0 0 0 0

８４ 備前市 0 0 0 0 0 0

８５ 広島県 広島市 3 1 2 3 0 0

８６
山口県

下関市 2 1 1 2 0 0

８７ 宇部市 0 0 0 0 0 0

８８ 徳島県 徳島市 0 0 0 0 0 0

８９
香川県

観音寺市 2 0 2 2 0 0

９０ 坂出市 0 0 0 0 0 0

９１ 三木町 0 0 0 0 0 0

９２ 高知県 高知市 0 0 0 0 0 0

９３

福岡県

北九州市 3 1 2 3 0 0

９４ 福岡市 0 0 0 0 0 0

９５ 筑前町 1 1 0 1 0 0

９６ 岡垣町 0 0 0 0 0 0



雇用施策との連携による重度障害者等就労支援特別事業実施状況（令和６年７月３１日）

都道府県 市区町村名 実施人数
就業形態 支援内容

雇用 自営等 重度訪問介護 同行援護 行動援護

９７ 熊本県 熊本市 2 2 0 2 0 0

９８
大分県

大分市 2 2 0 0 2 0

９９ 別府市 5 3 2 3 2 0

１００ 由布市 1 0 1 0 1 0

１０１ 宮崎県 宮崎市 1 1 0 1 0 0

１０２ 沖縄県 南風原町 0 0 0 0 0 0
合計 226 114 112 143 83 0

協議自治体数：102自治体
（  実績あり  ：61自治体）

【凡例】赤字：指定都市・東京23区 青字：中核市
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